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公訴財団法人日本ライ フ協会が破綻

した2016年以降、 筆者は「身元保証J
ビジネスの裏側にある高齢者の危うい実

態の把握調査を行い明らかに'---cきた。

本書では老後に訪れる様々な面倒ご

とや迫られる選択決断、死後も準備が

必要なこと柄などの全体{撃を描きながら、

単純ではない事態を明らかにLている三

そもそも選択する意思決定能力が本

人にあることカ守1提で成り立つ世の中の

{j組みが、その力が弱まるときに機能し

ないということが明らかにされるの

そして意思決定能力があっても、配偶

者や子どもなどの'身元保証人"がいな

い高齢者は、入院だけでなく、 施設への

入駈を断られることも多い。

そして高齢で体力切、自由になるなか、

認知機能の低下で金銭管理が怪しくな

り、巣ては無縁仏になるケースもあると

しているe

官頭の身元保証ビジネスの実態も、公

的な制度の外で、 やっと 2024年6月に

「高齢者等終身サポート事業者ガイドラ

インJ が内閣官房 1、身冗保証等高齢者

サポート調整チーム:内聞府孤獄孤

;声対策推進室 /，金融庁 /7問費者庁/総務

省/法務省/厚生労働省/経済産業省/

出土交通省によって作成され、チェック

リストも添付された巴この紹介をしヮつ、

これら事業者の監官官庁はないままで罰

則があるわけでもないと指摘している。

本書ではこのような現実に直面L、か

っ急増している高齢者を「老後ひとり錐

氏」と町'び.起こりがちなトラブルを恒i

避する方法と、どうすれば安心して老後

を送れるのかにつν、て解説している。

問い合わせ先 ・一般書庖で販売

{
解
題
編
】

024年6月19口に地方自治法の改

正が凶会で可決成立した。法律が可

決されれば白治体はそれを執行する

準備を しなければなりませんe 本書

は、何がどう変わったのか、どこに

猷題が残っているのかを改正条項に

添って解説 Lている。

地点自治法に包括的な指示権を設

ける ことは f対等 ・協刀jの地方分

権の流れを逆回転させると懸念され

た改正であるが、同治体は何を求め

られどのように対処するのか。

その他の改iE占も含め、条例化な

ど具体的に審議する中で、 本舎は大

変に役"fI_つ。

改正法のどの条項で、 主語と述語

の関係性、どのような時(いつ)に

誰が何をするとしているのか平易に

解説している。

そして衆参の付帯決議に色波〈懸

念されている白治の尊重について、

「司令塔は地域社会 (自治体と市

民)でありここからの声を国は指示

として受け止めるべき」という本舎

の姿勢と.長後の「向治体と地域で

準備することを考える」では向治体

議会や行政に関わる人々の衿持や、

地域における信頼と公平性の点検を

促す。

逐条的に改正条項と論，由 、解題を

分かりやすく挙げており、 真剣な議

論に誘導してくれる一冊です。

問い合わせ先 自治総研

電話 03・3264-5924


